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告    示 
 

那覇市告示第１２６号  

平成１８年２月７日  

掲    示    済  

 

個人情報目的外利用等届出書の公表について（総務課） 
 

那覇市個人情報保護条例第９条及び同施行規則第８条の規定に基づき、個人情報

目的外利用等届出書を別紙のとおり公表する。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志 

（別紙略） 

 

 

 

那覇市告示第１２７号  

平成１８年２月１０日  

掲    示    済  

 

市道路線の区域決定及び共用開始について（道理管理室） 
 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項及び第２項の規定に基づき、

本告示の日をもって市道路線を次のとおり区域決定及び共用開始をする。 

その関係図面は、告示の日から２週間那覇市建設管理部都市施設管理センター（道

路管理室）において、一般の縦覧に供する。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志 

 

１ 区域決定をする路線 
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２ 共用開始をする路線 
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那覇市告示第１２９号  

平成１８年２月１３日  

掲    示    済  

 

平成18年（2006年）２月那覇市議会定例会の招集について（総務課） 

 

平成18年（2006年）２月那覇市議会定例会を次のように招集する。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

１ 招 集 の 日                    平成18年２月21日（火） 

２ 招 集 の 場 所                    那覇市議会議場 

 

 

 

 

公    告 
 

那覇市公告第１７２号  

平成１８年２月１３日  

掲    示    済  

 

那覇市首里石嶺農住組合土地区画整理事業の事業終了の認可について（区画

整理課） 

土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第１３条第１項の規定により、土

地区画整理事業の事業終了の認可をしたので、同法第１３条第４項において準用す

る同法第９条第３項及び同法施行規則第３条第４項の規定により、下記の事項を公

告する。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

記 
 

１ 施 行 者 の 名 称   那覇市首里石嶺農住組合 

２ 事 業 施 行 期 間   平成１４年１１月２５日から 

平成１８年２月１３月まで 

３ 施 行 地 区   那覇市首里石嶺町４丁目の一部 

４ 土地区画整理事業の名称   那覇市首里石嶺農住組合土地区画整理事業 

５ 施 行 認 可 の 年 月 日   平成１４年１１月２２日 

６ 終 了 認 可 の 年 月 日   平成１８年２月１０日 
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那覇市公告第１７６号  

平成１８年２月１５日  

掲    示    済  

 

一定の複数建築物に対する制限の特例に係る認定に関する事項の縦覧につ

いて（建築指導課） 

 

建築基準法第８６条第１項の規定による一定の複数建築物に対する制限の特例に

係る認定をしたので、同条第８項の規定により公告する。その対象区域、建築物の

位置等の事項を表示した図書を一般の縦覧に供する。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

１ 認定番号 

  第２号 

２ 認定年月日 

  平成１８年２月１５日 

３ 対象区域等の地名地番 

  那覇市首里久場川町２－１８－２、２－９６、２－１２４ 

４ 対象区域等を縦覧に供する場所 

  那覇市役所 都市計画部 建築指導課 

  那覇市銘苅２－３－１ 新都心銘刈庁舎５Ｆ 

 

 

 

 

那覇市公告第１７８号  

平成１８年２月１７日  

掲    示    済  

 

住民票の職権消除の公示について（市民課） 

 

住民票の職権消除の通知を受けるべき者の住所又は居所が明らかでないため、住

民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）第１２条第４項の規定により公

示する。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

（別紙省略） 
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那覇市公告第１７９号  

平成１８年２月２３日  

掲    示    済  

 

那覇市役所本庁舎及び新都心銘苅庁舎の管理に関する各種業務委託指名競

争入札参加資格について（管財課） 
 

平成 18 年度那覇市役所本庁舎及び新都心銘苅庁舎の管理に関する各種業務委託

について指名競争入札参加資格を定めたので、地方自治法施行令第167条の11第３

項の規定に基づき下記のとおり公告する。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

記 

 

１ 指名競争入札参加資格を定めた業務委託及び各業務委託の入札参加資格要件 

次の表１のとおりです。参加資格を得るための手続き等については那覇市ホー

ムページをご覧ください。 

 

 

表１ 資格要件を定めた業務委託及び各業務委託の入札参加資格要件一覧表 

 

委託 

番号 
業 務 委 託 件 名 指 名 競 争 入 札 参 加 資 格 要 件 

1 

那覇市役所本庁舎 

電力設備保守 

点検業務委託 

(1) 過去２年間に次の(A)(B)を内容に含む業務の請負

実績があること。 

(A)建物の電力設備の月次点検及び精密点検 

(B)保守対象に次の①から⑤を含む業務 

① 受電及び変電設備（高圧機器全般） 

② 高圧電線路全般 

③ 高圧回路に付帯する設備機器 

④ 配電盤に接続している低圧回路全般 

⑤ 非常用発電機 

(2) 過 

去２年間に電気主任技術者外部委託制度(電気事業法

施行規則第52条第２項)の請負歴があること。 

(3) 営利法人の場合、那覇市「建設業者格付名簿」の

業種「電気工事」に登録されていること。 

（表１つづく） 
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（表１つづき） 

委託 

番号 
業 務 委 託 件 名 指 名 競 争 入 札 参 加 資 格 要 件 

2 

那覇市役所本庁舎 

昇降機保守 

業務委託 

(1) 過去２年間に建物の昇降機の月次点検及び異状発

生時の随時対応業務の請負実績があること。 

(2) 昇降機検査資格者資格を有する従業員が５人以上

いること。 

(3) 那覇市「建設業者格付名簿」の業種「機械器具設

置工事」に登録されていること。 

(4) (3)に該当しない場合は、表２の「委託番号２ま

たは５で資格要件(3)に該当しない場合に必要な要

件」を満たしていること。 

3 

那覇市役所本庁舎 

ターボ式冷房機 

保守業務委託 

(1) 過去２年間に建物の冷房設備に関する次の(A)～

(C)を内容に含む業務の請負実績があること。 

(A) 冷房使用期間開始前の点検調整 

(B) 冷房使用期間中の月次点検及び異状発生時の 

随時対応 

(C) 冷房期間終了後の点検調整 

(2) 従業員が５人以上であること。 

(3) 那覇市「建設業者格付名簿」の業種「管工事」に

登録されていること。 

4 

那覇市役所本庁舎 

パッケージ型 

冷房機 

保守業務委託 

委託番号３に同じ 

5 

那覇市役所本庁舎 

消防用設備 

保守点検 

業務委託 

(1) 過去２年間に次の(A)(B)を内容に含む業務の請負

実績があること。 

(A) 消防法施行規則に基づく消防用設備等の定期

点検 

(B) 消防用設備等の作動または異状発生時の随時

対応 

(2) 従業員に次の者がいること(重複可)。 

・甲種消防設備士第１類、第３類、第４類 

それぞれ１人以上 

・乙種消防設備士第６類１人以上 

・第１種消防設備点検資格者５人以上 

・第２種消防設備点検資格者５人以上 

(3) 那覇市「建設業者格付名簿」の業種「消防施設工

事」に登録されていること。 

(4) (3)に該当しない場合は、表２の「委託番号２ま

たは５で資格要件(3)に該当しない場合に必要な要

件」を満たしていること。 

（表１つづく） 
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（表１つづき） 

委託 

番号 
業 務 委 託 件 名 指 名 競 争 入 札 参 加 資 格 要 件 

6 
那覇市役所本庁舎等 

施設管理業務委託 

(1) 委託番号７の要件(1)～(4)に加え、さらに、従業

員に次のものがいること。 

・熟練された大工技能を有する者１人以上 

7 
新都心銘苅庁舎 

施設管理業務委託 

(1) 過去２年間に建物の電気及び冷房設備の運用管理

業務の請負実績があること。 

(2) 従業員に次の者がいること。 

・第１種電気工事士１人以上 

・第１種～第３種のいずれかの冷凍機械責任者免

状を有する者１人以上 

(3) 次のいずれかに登録されていること。 

・那覇市「建設業者格付名簿」の業種「電気工事」 

・那覇市「建設業者格付名簿」の業種「管工事」 

・那覇市庁舎等清掃業務及び警備業務委託指名競

争入札参加資格者名簿 

(4) 制服制度があること。 

8 
那覇市役所本庁舎 

ごみ処理業務委託 

(1) 那覇市一般廃棄物(ごみ)収集運搬許可業者である

こと。 

9 
新都心銘苅庁舎 

ごみ処理業務委託 
委託番号８に同じ 

※ いずれも平成18年度１年間の業務委託です。 

※ 表中の「過去２年間」とは平成16年初から平成17年末までのことです。 

 

次の表２は委託番号２または５だけに関係します。 

 

表２ 委託番号２または５で資格要件(3)に該当しない場合に必要な要件 

委託番号２または５で要件(3)を満たしていない場合は、次の要件を満たしてい

ること。 

① 社会保険に加入していること(個人事業者で従業員が４人以下のため適用が

除外されている場合を除く)。 

② 雇用保険に加入していること(従業員が１人もいないため適用が除外されて

いる場合を除く)。 

③ 建設業退職金共済制度に加入していること。 

④ 建設業労働災害防止協会に加入していること。 

⑤ 委託番号２については「機械器具設置工事」の、委託番号５については「消

防施設工事」の許可を受けている者であること。 

⑥ 委託番号２においては「機械器具設置工事」、委託番号５においては「消防施

設工事」について、審査基準日が平成16年９月１日から平成17年８月31日

の間にある経営事項審査を受けている者であること。 

（表２つづく） 
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（表２つづき） 

⑦ 成年被後見人若しくは被補佐人又は破産者で復権を得ない者でないこと。 

⑧ 次のアからカまでに該当する事実があった後、２年を経過しない者でないこ

と。 

ア 契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品

質若しくは数量に関して不正の行為をした者 

イ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格の成立を害し若しくは不正

の利益を得るために連合した者 

ウ 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた

者 

エ 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

オ 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

カ アからオに該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行に

当たり代理人、支配人その他使用人として使用した者 

⑨ 経営状態が著しく不健全であると認められる者でないこと。 

 

２ お問い合わせ先 

那覇市総務部管財課 電話番号098-862-9904 (直通) 

 

 

 

上下水道局規程 
 

那覇市上下水道局規程第1号  

平 成 １ ８ 年 ２ 月 ６ 日  

公     布     済  

 

那覇市上下水道局企業職員就業規程の一部を改正する規程をここに公布する。 

 

那覇市上下水道事業管理者  

上下水道局長  高嶺 晃  

 

那覇市上下水道局企業職員就業規程の一部を改正する規程 

 

那覇市上下水道局企業職員就業規程（昭和63年那覇市水道局規程第４号）の一部

を次のように改正する。 

 

第５条の５を削る。 

第５条の６第２項中「第１項」を「前項」に改め、同条を第５条の５とする。 

第５条の７を第５条の６とする。 

 

  付 則 

この規程は、公布の日から施行する。 
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那覇市上下水道局規程第２号  

平 成 １ ８ 年 ２ 月 ６ 日  

公     布     済  

 

那覇市水道事業及び下水道事業会計規程の一部を改正する規程をここに公布す

る。 

 

那覇市上下水道事業管理者  

上下水道局長  高嶺 晃  

 

那覇市水道事業及び下水道事業会計規程の一部を改正する規程 

 

那覇市水道事業及び下水道事業会計規程（1968年那覇市水道局規程第３号）の一

部を次のように改正する。 

 

第55条の２第２号中「及び乗車券」を「、乗車券及び図書カード」に改める。 

別表第２損益勘定の表下水道事業費用の項中「ポンプ費」を「ポンプ場費」に改

める。 

 

  付 則 

この規程は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

那覇市上下水道局規程第３号  

平 成 １ ８ 年 ２ 月 ６ 日  

公     布     済  

 

那覇市上下水道局公印規程の一部を改正する規程をここに公布する。 

 

那覇市上下水道事業管理者  

上下水道局長  高嶺 晃  

 

那覇市上下水道局公印規程の一部を改正する規程 

 

那覇市上下水道局公印規程（1967年那覇市水道局規程第７号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

別表第１課長之印の項中「総務課長」を「総務課長、料金課長、工務課長、下水

道課長」に、「総務課」を「総務課、料金課、工務課、下水道課」に改め、同表の備
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考を次のように改める。 

 備考 ひな型番号９課長之印は４個、ひな型番号12企業出納員印は３個とする。 

 

  付 則 

この規程は、公布の日から施行する。 

 
 
 
 
 

上下水道局告示 
 

那覇市上下水道局告示第19号  

平 成 １ ８ 年 １ 月 ２ ７ 日  

掲 示 済  

 

那覇市排水設備指定工事店の異動について 
 

那覇市下水道条例第１６条第２項の規定に基づき、次のとおり異動があるので告

示する。 

 

那覇市上下水道事業管理者  

上下水道局長  高嶺 晃  

 

指定（登録）番号 第 ３０５ 号 

指定工事店名     株式会社 丸和産業 

営業所所在地     今帰仁村字玉城６２３番地 

代表者名       當 間 重 和 

指定の有効期間    平成１３年４月２日 

           平成１８年３月３１日 

異動年月日      平成１７年１１月１８日 

異動事由       代表者及び住所の変更 
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教育委員会規則 
 

那覇市教育委員会規則第１号 

平成１８年２月１６日 

公 布 済 

 

那覇市体育施設条例の施行期日を定める規則をここに公布する。 

 

那覇市教育委員会  

委員長 仲村渠良雄  

 

那覇市体育施設条例の施行期日を定める規則 
 

那覇市体育施設条例（平成17年那覇市条例第53号）の施行期日は、平成18年４月

１日とする。 

 

 

 

 

 

 
那覇市教育委員会規則第２号 

平成１８年２月１６日 

公 布 済 

 

那覇市立森の家みんみん条例の施行期日を定める規則をここに公布する。 

 

那覇市教育委員会  

委員長 仲村渠良雄  

 
那覇市立森の家みんみん条例の施行期日を定める規則 

 

那覇市立森の家みんみん条例（平成17年那覇市条例第49号）の施行期日は、平成

18年４月１日とする。 
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那覇市教育委員会規則第３号 

平成１８年２月１６日 

公 布 済 

 

那覇市立小学校及び中学校管理運営規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

那覇市教育委員会  

委員長 仲村渠良雄  

 

那覇市立小学校及び中学校管理運営規則の一部を改正する規則 
 

那覇市立小学校及び中学校管理運営規則（平成２年那覇市教育委員会規則第１号）

の一部を次のように改正する。 

 

第２条２項を次のように改める。 

２ 学年を分けて、次の２学期とする。 

第１学期 ４月１日から10月の第２月曜日の直後の水曜日まで 

  第２学期 10月の第２月曜日の直後の木曜日から翌年３月31日まで 

 第２条第３項を削る。 

 第３条第１項第８号中「（第１号様式の２）」を「（第１号様式）」に改め、同号を

同条同項第９号とし、第７号を第８号とし、第６号を第７号とし、同条同項第５号

中「12月26日から翌年１月５日まで」の次に「の間において11月以内の期間」を加

え、同号を同条同項第６号とし、同条同項第４号中「７月21日から８月31日まで」

を「７月18日から８月31日までの間において40日以内の期間。ただし，校長の申し

出により，その間における５日以内を学校全体または学年ごとに授業日とすること

ができる。」に改め、同号の次に次の１号を加える。 

(5) 秋季休業日 次のアに定める期間。ただし、必要に応じイに定める期間と 

することができる。 

ア 10 月の第２月曜日の直前の土曜日から 10 月の第２月曜日の直後の水曜

日までの間において５日以内 

イ 11月４日及び10月の第２月曜日の直前の土曜日から10月の第２月曜日

の直後の火曜日までの間において４日以内。ただし、11 月４日が土曜日、

日曜日及び月曜日の場合を除く。 

第３条第２項を削り、同条第３項中「第２号から４号まで」を「第４号から第６

号まで」に、同項中「45日以上54日以内」を「43日以上53日以内」に改め、同項を

同条第２項とし、第４項を第３項とする。 

第１号様式を削り、第１号様式の２を第１号様式とする。 

 

付 則 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 
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